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教育旅行誘致推進事業「教育旅行探究学習ノート制作」業務委託に関する 

プロポーザル公募要領 

 

１ 業務の目的 

名古屋市内に教育旅行を誘致するため、令和5年度に「教育旅行ガイド名古

屋体験プログラム集」（以下、「体験プログラム集」という。）を制作、現地学

習素材のプログラム化を行ってきたところである。 

令和6年度は教育旅行において学校のニーズが高い「探究学習」の要素を取

り入れた、名古屋ならではの事前学習・現地学習・事後学習の各場面で生徒が

使用できる学習ノートを制作し、体験プログラム集と合わせて学校関係者およ

び教育旅行を扱う旅行会社に対して周知を行うとともに積極的な活用の働きか

けを行い、教育旅行の誘致推進を図る。 

 

２ 業務概要 

（１） 業 務 名 

教育旅行誘致推進事業「教育旅行探究学習ノート制作」 

（２） 業務期間 

契約締結日から令和７年３月 25日まで 

（３） 業務内容 

別紙「仕様書」のとおり 

（４） 委託料上限額４，０００千円（消費税及び地方消費税を含む） 

 

３ 応募資格 

 以下の全ての要件を満たす事業者であること。  

（１） 令和５年度及び令和６年度名古屋市競争入札参加資格審査において、本契約の締

結日までに申請区分 「業務委託」、申請業種「宣伝・広告の企画」または「催事等の

企画・運営」の競争入札参加資格を有すると認定された事業者であること。 

（２） 本企画提案の公告の日から契約候補者選定までの間に国または地方公共団体及

び名古屋市競争入札参加資格の停止期間がないものであること。 

（３） 事業者が共同して提案することも可とする。その場合は、代表者を定めること。ただし、

１事業者が２つ以上の共同提案へ参加すること、または、共同提案に参加しながら単

独で応募することは不可とする。 

（４） （公財）名古屋観光コンベンションビューロー（以下「ビューロー」と称する）及び関係

スタッフとの連携を取りまとめ、随時進捗管理を行うとともにスケジュールに沿ったディ

レクション、成果物を納品できる能力を有する事業者であること。  

（５） 名古屋市内に、本店、支店又は営業所等を有する事業者であること。 

（６） 本件に関し、適宜作業内容の打合せが可能であること。  

（７） 宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団もしくは暴力団員と関係しそ
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の統制下にある団体ではないこと。 

 

４ 選定スケジュール（予定） 

 

令和６年 5月 24日（金）～ 募集要領公表・公募開始 

5月 2４日（金）～6月３日（月） 質問表提出期限     午後４時迄 

6月７日（金） 質問に対する回答   午後４時迄 

7月 5日（金） 企画提案書提出期限 午後４時（必着） 

７月 23日（火）午後 

 

選定委員会（プレゼン）開催予定 

※応募者プレゼンテーションによる審査会を実施。 

応募事業者が５社を越えた場合は、事務局員による

第１次審査の上、上位５社のみで応募者プレゼンテ

ーションによる審査会を実施。 

各審査の結果は、事務局より通知する。 

７月末 契約締結 

 

５ 応募手続きについて 

（１） 担当窓口    （公財）名古屋観光コンベンションビューロー 

観光部国内観光グループ 

担当：福村、井村 

電話：０５２－２０２－１１４３ 

住所：〒４６０－０００８ 

 名古屋市中区栄二丁目１０－１９名古屋商工会議所ビル１１階  

＜メール＞kokunai@ncvb.or.jp 

（２） 募集要領等の配布について  

① 配布期間  令和６年５月 24日（金）～7月 5日（金） 

② 配布方法  名古屋市観光公式サイト(名古屋コンシェルジュ財団ページ) 内 

「お知らせ」において公示する。 

＜ホームページアドレス＞https://www.nagoya-info.jp/ncvb/             

③   配布内容 

（ア）教育旅行誘致推進事業「教育旅行探究学習ノート制作」業務委託に関する 

   プロポーザル公募要領（本紙） 

（イ）教育旅行誘致推進事業「教育旅行探究学習ノート制作」業務委託仕様書 

 （ウ）教育旅行誘致推進事業「教育旅行探究学習ノート制作」業務委託審査基準 

 （エ） 様式１＿質問票 

 

（３） 本業務の仕様に関する質問と回答について 

   ① 質 問 票  別紙（様式１） 

https://www.nagoya-info.jp/ncvb/


3 

 

② 質問受付期間 令和６年 5月 24日（金）～6月 3日（月）午後４時まで 

③ 質問方法  メール利用のこと。 

③ 宛   先  ＜メール＞kokunai@ncvb.or.jp 

④ 件   名   【質問】教育旅行誘致推進事業「教育旅行探究学習ノート制作」 

業務委託  

⑥ 回   答   名古屋市観光公式サイト(名古屋コンシェルジュ財団ページ) 内 

         において随時、公開する。 

              ＜ホームページアドレス＞https://www.nagoya-info.jp/ncvb/ 

（４） 企画提案書等の提出について 

① 提出書類 次の（ア）～（キ）を各８部（正本１部、副本※７部）ずつ提出すること 

 ※副本には事業者名が特定できるような表示や表現は行わないこと。 

（ア） 企画提案書 

別添仕様書の業務内容の具体的提案 

（イ） 経費見積書 

（ウ） 提案者の概要が分かる資料（会社パンフレットなど） 

（エ） 業務内容の実施スケジュール及び体制 

（オ） 過去に実施した類似事業の実績 

（カ） 構成員名簿（共同体での申請の場合のみ） 

（キ） 名古屋市競争入札参加資格を示す書面(申請中の場合は申請書の写し) 

② 提出締切 令和６年７月５ 日（金） 午後４時まで（必着） 

③ 提出方法 郵送（配達証明に限る）又は持参 

        宛先  (公財)名古屋観光コンベンションビューロー 

観光部国内観光グループ 福村、井村 

住所：〒４６０－０００８  

名古屋市中区栄２丁目１０―１９名古屋商工会議所ビル１１階 

             電話：０５２‐202-1143 

（５） 企画提案書作成にあたっての注意事項 

① 企画提案書はＡ４サイズ、３０ページ以内で作成し、他の説明資料についてもＡ４

サイズに合わせて用意すること。(折込んでＡ４サイズにすることは可) 

② 企画提案に係る費用は、提案者の負担とする。 

③ 提出された提案書等は返却しない。 

④ 提出期限後は提出された企画提案書等の差替え又は再提出は認めない。 

（ただし、ビューローから指示があった場合を除く。) 

⑤ 本事業提案の参加者が提案書作成のために受領した資料は、当財団の了解なく

公表または使用しないこととする 

 

６ 審査 

企画提案の審査は「教育旅行誘致推進事業」業務委託企画提案選定委員会が行う。な

https://www.nagoya-info.jp/ncvb/
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お、企画提案参加者が５社を超えた場合は、一次審査のうえ、総得点が高い上位５事業

者のプレゼンテーションによる最終審査を行う。 

(１) 第１次審査(書面審査) 

提出された企画提案書等について、参加資格の確認及び別添の評価基準に従い書面

審査を実施。 

① 第１次審査の結果、点数が上位の５社に対し、(２)の第２次審査を行うが、企画提

案書等の提出者が５社以下の場合は、第１次審査を実施しない。 

② 第１次審査の結果及び第２次審査の案内については、７月 11 日(木)までに通知

する。 

(２) 第２次審査(プレゼンテーション審査) 

① 日  時 令和６年７月２３日（火） 午後（予定） 

※詳細については対象者へ別途連絡します 

② 場  所 (公財)名古屋観光コンベンションビューロー 会議室 

③ 方  法 （ア） 持ち時間は３０分(プレゼン１５分程度、質疑応答１５分程度) 

（イ） 提出された企画提案書のみを使用し、他の資料、機材は使用不

可。 

(３) その他 

① 審査は非公開で行い、審査の経過等に関する問合せには応じない。 

② 第２次審査に要する費用は、参加者の負担とする。 

③ 第２次審査当日の追加資料の提出は受け付けない。 

④ 第２次審査当日の指定時間までに発表者が来ない場合は、不参加とみなす。 

 

７ 審査結果の通知・公表について 

第２次審査の結果は、全提案者に書面にて通知するとともに、名古屋市観光公式サイト

(名古屋コンシェルジュ財団ページ) 内において順位と点数を公開する。 

＜ホームページアドレス＞https://www.nagoya-info.jp/ncvb/ 

 

８ その他 

（１） 無効となる提案等 

① 次に該当する提案は無効とする 

（ア） 本募集要領に示した参加資格を有しない者の提案 

（イ） 企画提案書等に虚偽の記載をした者の提案 

（ウ） 本要領に示した企画提案書等の作成及び提出に関する条件に違反した提

案 

（エ） 見積もり金額が本要領第 2項（４）における契約上限金額を超える提案 

（オ） 審査の公平性に影響を与える行為をした者の提案 

（カ） 仕様書上示した内容を満たしていない提案 

② 参加資格があることを確認された者であっても、契約候補者選定までの間に参加

https://www.nagoya-info.jp/ncvb/
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資格を有しないこととなった者は、参加資格を有しない者に該当する。 

(２) 本企画提案に参加を希望する者で、３（１）に掲げる競争入札参加資格を有してい

ない者は、名古屋市ホームページの入札参加者登録において必要事項を入力した

後、印刷した競争入札参加資格審査申請その他所定の必要書類を次の場所に提出

し、契約の締結日までに当該資格の認定を受けること。 

＜ホームページアドレス＞https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/ 

＜提出先＞ 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係(名古屋市役所西庁舎 11F) 

        住所：〒４６０－８５０８ 名古屋市中区三の丸３－１－１ 

電話：０５２－９７２－２３２１ 

 

９ 契約手続き等 

（１） 委託料上限額 

４，０００千円（消費税及び地方消費税含む） 

※上記委託料には、企画提案書に基づく委託業務の全てが含まれるとともに、ビュ

ーローとの打合せに要する費用を含む。 

（２） 契約方法 

受託候補者と仕様書の内容、委託料限度額等について協議のうえ、委託契約を締結

する。 

（３） 委託料の支払 

原則として精算払いとする。 

（４） 一括下請け及び再委託の禁止 

業務の全部または主たる部分を一括して第三者に委託し、又は請け負わせることはで

きない。 

（５） 個人情報の保護 

本業務の処理にあたっては、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）を

遵守すること。 

（６） 契約書及び仕様書 

別途作成・提示する。 

（７） その他提出書類（着手届・完了届） 

受託者は、別に定める様式により、契約後に着手届を遅滞なくビューローに提出すると

ともに、業務完了後は業務完了届をビューローに遅滞なく提出しなければならない。 

 

１０．受託者の義務 

（１）受託者は、業務上必要な事項を熟知の上、法令規則、本仕様書、及び本財団との協

議により業務を行うこと。 

（２）一括再委託の禁止 

受託者は、本事業の全部を一括して再委託できない。なお、本事業の適正な履行を確

http://www.chotatsu.city.nagoya.jp/
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保するため、受託者が本事業の一部を再委託する場合には、あらかじめ再委託の相手

方の住所、氏名、再委託を行う業務の範囲、再委託の必要性及び契約金額について

記載した書面を提出し、本財団の承認を受けること。 

（３）信用失墜行為の禁止 

受託者は、名古屋市及び本財団の信用を失墜する行為をしてはならない。再委託を

行った場合は、再委託先も同様とする。 

（４）受託者は、本事業において知り得た情報について、管理・保管に十分留意するととも

に、外部へ漏洩させないこと。再委託を行った場合は、再委託先も同様とし、その管理

監督責任は受託者が負うものとする。 

（５）業務全般において、他者の著作権を侵害することのないよう十分配慮すること。 

（６）妨害又は不当要求に対する届出義務 

  受託者は、契約の履行にあたって、暴力団又は暴力団員等から妨害（不法な行為等

で、業務履行の障害となるものをいう。）又は不当要求（金銭の給付等一定の行為を請

求する権利若しくは正当な利益がないにもかかわらずこれを要求し、又はその要求の

方法、態様若しくは程度が社会的に正当なものと認められないものをいう。）を受けた

場合は、発注者へ報告し、警察へ被害届を提出しなければならない。また、受託者が

前項に規定する妨害又は不当要求を受けたにもかかわらず、前項の報告又は被害届

の提出を行わなかった場合は、競争入札による契約又は随意契約の相手方としない

措置を講じることがある。 

（７）障害者を理由とする差別の解消の推進 

受託者は、本件業務を履行するに当たり、障害を理由とする差別の解消の推進に関 

する法律（平成 25年法律第 65号。以下「法」という。）及び愛知県障害者差別解消推

進条例（平成 27年愛知県条例第 56号）に定めるもののほか、障害を理由とする差別

の解消の推進に関する名古屋市職員対応要領（平成 28年 1月策定。以下「対応要

領」という。）に準じて、不当な差別的取扱いの禁止、合理的配慮の提供その他障害者

に対する適切な対応を行うものとする。また、適切な対応を行うに当たっては、対応要

領にて示されている障害種別の特性について十分に留意するものとする。 

なお受託者は、本件業務を履行するに当たり、本件業務に係る対応指針（法第 11 

条の規定により主務大臣が定める指針をいう。）に則り、障害者に対して適切な対応を

行うよう努めなければならない。 

（８）本事業の実施にあたっては、事前に本財団と十分に調整すること。また、受託期間中

を通じ、進捗状況や今後の進め方等について逐次本財団に報告するとともに、必要に

応じて打合せを実施すること。 

（９）受託期間中は、業務の経過全般を常に把握している専任の担当者（本財団との連絡

調整担当者）を配置して本財団との連絡調整、打合せ等を実施すること。 

（10）本事業を遂行する上で必要な一切の経費は、受託者が負担すること。 

 

以上 


